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| Regional Banking Summit 
(Re:ing/SUM) | x 


| 日 経 地 方 創 生 フ ォ ー ラ ム 」| の 開催 に つい て 









































金融 庁 で は 、 日 本 経済 新聞 社 と の 共催 に より 、 質 無利子 ・ 無 担保 融資 を 含め た 資金 繰り 支援 等 の 
「Regional Banking Summit (Re:ing/SUM) | ※ 支援 策 を 講じ て いる 旨 の ご 紹介 を し た う HE 
「 日 経 地方 創 生 フ ォ ー ラ ム | を 開催 し まし た ※。 民 双 方 の 金融 機関 に 、 総 力 を 挙げ た 事業 者 支援 を 
20003S 1 

また 、「 新 し い 生活 様式 ] に 合わ せ た 新しい 需 
県 待 (ンション スバ の 可能 作る 示 0 
そ 金 融 機 関 の ビ ジネス モデ ル に つい て の 前 向き な 
議論 を 行う こと に 意義 が ある 、 と 期待 を 示し まし 
だ 3 
























































$ 基調 講演 
と 「 農 耕 型 地域 金融 に つい て 」 
山形 大 学 大 学院 理工 学研 究 科 も の づく り 技 術 
経営 学 専攻 専攻 長 教授 小野 浩幸 氏 
小野 教授 は 、 顧 客 の 付加 価値 を 地域 金融 機関 が 
る イベ ント 概要 長期 的 に 顧客 と と も に 育て て いく 「 農 耕 型 金融 」 
地域 経済 の 活性 化 ・ 課 題 解決 に むけ て 、 地 域 金 を 坦 則 され る 中 、 摩 学 多 運 携 プ フ ッ ト フォ ー ム を 
融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル 構 築 に 関し て 、 創設 され 、 金 融 機関 職員 に 対し て 、 企 業 の 将来 の 


Summit (Re:ing/SUM) を 、「 安 心 と 成長 の 未来 に 取り (0 し た 。 SS 
を 拓く 総合 経済 対策 | (信和 元 年 12 月 5 日 間 議 決 また 、 地 域 金融 機関 は 、 資 金 の みな ら ず 企業 カ 








| 写真 : 麻生 大 臣 に よる 開会 挨拶 の 様子 | 
















































































定 ) に 基づき 、 令 和 2 年 6 月 16 日 ( 火 ) に 東京 か 必要 と し て いる 知識 や 情報 を 適切 に 届け る こと が 
ら の ライ ブ 配 信 に より 開催 し まし た で きる 社会 的 地位 に ある と し 融資 量 や シェ ア を 中 
































新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 が 拡がる 中 、 心 と する KPI か ら 、 顧 客 の 付加 価値 向上 に どれ だ 
事業 者 支援 に 取 り 組ん で いる 地域 金融 機関 に と っ け 頁 献 で き た か に 評価 基準 を シフ ト 【 際 顧客 と と 
(人 (のり 金 繰 り 支援 等 は も ちろ ん の と も に 価値 を 創造 する 地域 の 担い 手 に な る 0 と 0 
中 長期 に わた り 地 域 の 企業 や 産業 を 支え 、 地 域 経 これ か ら の 地域 金融 で ある と 提言 され まし た 。 
LS 
ビジ ネス モデ ル を 構築 し て いく か まさ に 今 、 そ な る 成長 を 目指 す 企 業 に 対し て 、 今後 、 E 金 繰 り 
の VRAMRECCUN2MaG 
まり 等 は 難し い 中 で は あり まし た が 、 ラ イブ 配信 "いこ とこ が 求め られ る 地域 交 融 機関 に と っ て 、 ま 


I NN II 
25 















































































































































- と 「 コ ロナ 後 の 地域 金融 」 

午前 中 は 、 礎 生 大 臣 の 開会 の 挨拶 、 3 本 の 基調 京都 信用 金庫 会 長 増田 寿 幸 氏 

講演 を 行い まし た 。 RE 
A ER ーー 

生 2 陸 を の 2228(O5 示 ieWEBN8O 目 23 






































人 シ 昌 クラ ム の 話 細 は MI の OU イト か ら こ 覧 くだ さい 5 
「Regional Banking Summit (Re:ing/SUM) X 日 経 地方 久生 フォ ー ラ ム 」 : ] 
https://channel.nikkei.co.jp/reingsum/ 




















が 確保 で きる | と の 信念 に 基づき 、 こ れ ま で 信用 
金庫 経営 の 骨 取 り を し て こら れ ま し た と の お 話 が 
5 まし 7 

その 上 で 、 大 打撃 を 受け た 地域 経済 を どの よう 
な 形 で 復活 させ て いく の か 、 今 こそ 全て の 地域 金 
融 の 関係 者 が 知恵 を 由 し 合い 、 ス クラ ム を 組ん で 
日 本 の 経済 を 支え て いか な けれ ば な ら な いと 提言 
きま し た 

特に 、 地 域 金 融 機 関 は 、 取 引 先 へ 経営 人 材 を 提 
供する な ど 、 よ り 深 い 関 係 性 を 築く 先 を 絞っ た う 
え で 取引 先 の 価値 を 高め て いく べき と の 提言 は 、 
長年 に わた り 地 域 の 事業 者 や 産業 を 支え る と の 不 
退 転 の 覚悟 で 陣頭 指揮 を 執っ て きた か ら こ そ 至 ら 
70070NUOWIGUHNOIOIG 25 


































































































> 「 非 金融 領域 に よる 未来 創造 」 
山口 フィ ナン シャ ル グ ル ー プ 代表 取締 役 社長 
吉村 猛 氏 


山口 フィ ナン シャ ル グ ル ー プ の 吉村 社長 は 、 非 
金融 領域 に よる 未来 創造 に つい て の 想い と 、 具 体 
的 な 戦略 に つい て ご 説明 され まし た 。 

地域 経済 が 危機 的 状況 に ある な か 、 多 く の 社 会 
課題 を 抱え る 地域 に と っ て は 、 課 題 解決 ビジ ネス 
こそ が 成長 産業 に な りう る と の 信念 の も と 、「| 金 
融 の 枠 を 超え 、 圧 倒 的 な 当事者 意識 を も っ て 地域 
を 巻き 込み 、 社 会 課題 を 解決 する ] こと を 目指 す 
ペ ま と | て 腸 有 M く の 2 と の 作 の あり まし た 

従来 の ビジ ネス モデ ル を 刷新 し 、 こ の 目指 す 姿 
を 実現 する た め に は 、 銀 行文 化 の 変革 に まで 踏み 
込む 必要 が ある と 訴え 、 自 身 を | 地域 価値 向上 会 
社 」 と 再 定義 され 、 従 来 の 銀行 業 か ら の 脱却 を 意 
識 し た 新た な ビジ ネス モデ ル を 模索 する あり 方 の 
の SU NIIU 


























































































































午後 は 、 下 記 6 つの テー マ で パネ ルディ スカ ッ 
0 人 NO 





1 パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン 

! ぃ コミ ュ ニ ティ 創り の 新た な チャ レン ジ 

, 中 小 企業 の 後継 者 問題 へ の 挑戦 

, 元 地方 銀行 貞 が 語る 新た な 可能 性 

, 従来 の 枠 に 捉 わ れ な い 銀 行 業 の 可能 性 

, | 中 小 企業 の 持続 可能 な 経営 | を 支え る 担保 
法制 ・ 再 生 法制 と は 

, 私 達 が 行う 地方 創 生 





系 ル ディ イヌ 効 タ を ョ ジ 


「 中 小 企業 の 後継 者 問題 へ の 挑戦 」 





a 


事前 の 視聴 申込 者 数 は 約 3.000 人 の 集客 と な り 、 
全国 各所 の 地域 金融 に 関心 を 寄せ る 多様 な バッ ク 
グラ ウン ド を 持つ 方 々 に 視聴 し て いた だ き 、 地 域 
金融 の 課題 に 対す る 問題 意識 が 広く 共有 され まし 
大き 

金融 庁 と し て は 、 本 サミ ッ ト の 議論 を きっ か け 
と し て 、 地 域 経済 と 地域 金融 の 共通 価値 の 創造 に 
つなが る 信和 新 時 代 の 取組 み が 、 各 地 で 生ま れ て 
NN く ご と る 詩人 持 し で い 記 。 また ホル ミッ トド ト の 
よう な 議論 喚起 の 取組 み に つ いて は 、 今 後 の 新型 
コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 状況 や 、 今 役 の ライ ブ 配 
信 へ の 反響 等 を 踏ま え 、 地 方 都市 を 含む サミ ッ ト 
の 追加 開催 を 念頭 に 、 引 き 続 き 検討 し て 参り ます 。 
な お 、 当 日 の 模様 は 、 後 日 、 共 催し まし た 日 本 
経済 新聞 社 の 紙面 で 紹介 が 予定 され て いる ほか 、 
映像 に つい て も 改め て アー カイ ブ 配 信 さ れる 予定 
で Fe 
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Regional Banking Summit 
(Re:ing/SUM) 


日 経 地方 剖 生 フォ ー ラ ム 


Re:ingSUM 








地域 活性 学会 金融 部 会 設立 記念 地方 創 生 セミ ナー 


| 地域 金融 行政 と 地域 の 未来 


「 地 域 活 性 学会 |] は 、 地 域 活性 化 を アカ デミ ズム の 立場 
か ら 支 援 す る べく 、2008 年 に 創設 され まし た 。 今般 、 新 た 
な 研究 部 会 の 一 つと し て 「 金 融 部 会 ま ※] が 設立 され た こと 
か ら 、 遠 藤 長 官 が 招 か れ 、 オ ン ラ イン に て セミ ナー が 開催 
さき 7 


? 講演 概要 
1. 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 拡 大 へ の 対応 

金融 庁 で は 、 債 務 の 条件 変更 ・ 新 規 融資 な ど 、 事 業者 の 実 
情 に 応じ た 万 全 の 対応 を 金融 機関 に 要請 し 、 事 業者 へ の 資金 馬 
繰り 支援 の 促進 を 当面 の 検査 ・ 監 督 の 最 重点 事項 と し て 、 | 寂 : オン ライ ン で セミ ナー の 様子 | 
金融 機関 の 取組 状況 を 確認 し て いま す 。 金融 機関 の 取組 み の 
うち 、 他 の 金融 機関 の 参考 と な る 事例 に つい て 、 随 時 公表 し て いま す 。 

また 、 5 月 1 日 か ら 、 事 業者 へ の 資金 繰り 支援 を 更に 徹底 する 観点 か ら 、 い わ ゆ る 実質 無利子 ・ 無 担保 陳 3 
に つい て 、 都 道府県 等 の 制度 融資 を 活用 し て 民間 金融 機関 に も 対象 を 拡大 する 措置 を 講じ て いま す 。 
地域 金融 機関 は 、 こ れ ま で に 培っ た 目利き 力 を 発揮 し て 、 事 業者 を いか に 支え て いく の か 、 そ の 真価 が 問わ れ 
る 局面 に あり ます 。 


2. 金融 行政 の 改革 

金融 庁 発足 か ら 数 年 は 、 不 良 債権 問題 へ の 対応 に お ける 厳格 な 資産 査定 等 で その 役割 を 果たし て きま し た 。 
し か し 、 銀 行 融資 に お いて 借り 手 の 事業 内 容 で は な く 、 担 保 保 証 が ある か と いっ た 形式 を 必要 以上 に 重視 する 
と いっ た 副作用 も 生ん で し まい まし た 。 そ の た め 、「 金 融 シ レス テム の 安定 ]」 に 加え て 「 金 融 仲介 機能 の 発揮 」 
も 目指 すべ き 目 標 と し て 設定 し 直す と 共に 、 こ こ で 必要 な アプ ロー チ は 「 最 低 基準 の チェ ッ ク | か ら 「 ベ スト 
アラ ク カ イス の 過 示 全身 区 だ た 殺 話 上 で と (が 求め られ CU ま 9 


3. 金融 行政 の 重点 施策 

今 事務 年 度 、 特 に 重要 と 考え て いる の は 、 確 固 た る 経営 理念 の 確立 と その 実現 に 向け た 戦略 の 策定 と 実行 が 
丸 ら れ て いる こと で す 。 こ れ は 、 今 の 地域 金融 機関 は 、 経 営 と 現場 の 間 に 秒 離 が 生じ て いる の で は な いか 、 と 
の 問題 意識 か ら 導 か れ ま す 。 
具体 的 に は 、 本 来 現場 の 課題 を 把握 で きる の は 支店 の 営業 職員 で ある に も 関わ ら ず 、 経 営 か ら ノ ル マ が 課せ 
られ て いる た め に 、 目 の 前 の 顧客 が 抱え る 課題 を 共に 話し 合い 解決 策 を 見 出す 時 間 が な く な っ て いる の で は な 
いか ? と の 仮説 で す 。 

経営 理念 は 理解 し つつ も 、 顧 客 と 向き 合う 中 で 気付 いた 事 を 、 上 層 部 と 共有 し 、 改 善 を 提案 する と いっ た 下 
か ら 上 へ の 流れ が 生ま れる 組織 で ある べき で は な いか ? 結果 的 に 「 金 融 機関 の 将来 に わた る 健全 性 の 確保 | と 
「 金 融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 | を 図る こと に 繋が る の で は な いか 、 と 考え て いま す 。 

新た な 行政 手法 と し て 「 対 話 ] を 掲げ て いま す が 、 こ れ は 連鎖 する も の で ある と 考え て いま す 。 金融 庁 が 一 
方 的 に 地域 金融 機関 に 指示 を する の で は な く 、 金 融 店 自身 が 対話 の 出来 る 組織 へ と 体質 を 変え る こと が 、 地 域 
金融 機関 が 顧客 と 対話 で きる 組織 に 変容 する こと に 繋が る の で は な いか (「 指 示 の 連鎖 ] か ら 「 対 話 の 連 
人 鎖 | ) と 考え で いま すず 。 


4. 金融 行政 と 地域 の 未来 

最後 に 地域 活性 化 に 向け た 取組 み 事 例 を いく つか ご 紹介 し ます 。 ( 紙 幅 の 関係 で 、 本 項 で は 特筆 すべ き 事 例 
と し て 、 鶴 岡 バ イオ サイ エン スペ パー ク に 関し て 記載 。) 。 

山形 県 鶴岡 市 で は 、2001 年 、 慶 應 義塾 大 学 先端 生命 科学 研究 所 を 誘致 し まし た 。 同 研究 拠点 か ら は 、 世 界 的 
に 注目 を 集め る ベン チャ ー 企 業 が 成長 し 、 新 た な 雇用 の 創出 に つなが っ て いま す 。 た だ し 、「 言 う は 易く 行う 
は 難し 」 で 、 実 際 の 道のり は 平 た ん で は あり ませ ん で し た 。 ベ ンチ ャ ー 企 業 が 成長 する まで に は 時 間 が 必要 で 
あり 、 責 任 者 が どれ だ け 長 期 的 な 目標 を 曲げ けず に 、 コ ミッ ト 出 来る か が 重要 と な り ま す 。 こ うし た 中 、 山 形 銀 
行 、 荘 内 銀行 、 鶴 岡 信用 金庫 と 日 本 政策 金融 公庫 は 、 総 額 22 億 円 の 協調 融資 を 実施 する 等 、 金 融 機 関 も その 役 
割 客 果 た G い ます 。 
* 「 金 融 部 会 の 設立 皮 旨 :「 地 域 活性 と 金融 ] に つい て 議論 の 場 を 提供 し 、 事 例 共有 や 共同 研究 ・ 実 践 活動 の 協 働 な ど を つ 
通じ 、 地 域 活性 に 貢献 する こと を 目的 と し ます 。 研究 会 活動 を 通じ て 、「 金 融 を 通じ て 地域 を 元気 に し た い ! 」 と いう 志 
を も っ た 人 の ネッ トワ ー ク を 創り ます 。 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































オン ライ ン シ ン ポジ ウム 


| 金融 経済 教育 と 資産 形成 の 未来 


~~ 新型 コロ ナウ イル ス の 影響 を 踏ま えて 一 | 














本 年 6 月 20 日 、 オ ン ラ イン シン ポジ ウム 「 人 金融 経済 教育 ; 
と 資産 形成 の 未来 一 新型 コロ ナウ イル ス の 影響 を 踏ま えて 会 EL 
|] を 開催 し まし た 。 今回 の シン ポジ ウム は 、「Zoom」 に 融 経 済 教 育 と 
よる オン ライ ン 配 信 で 実施 し 、 全 国 か ら 多数 の 方 に ご 視聴 資産 形成 の 未来 


7 さこ 一 新 型 コロ ナウ イル ス の 影響 ぞ 踏 まえ 


を シン ポジ ウム の 概要 

今回 、 日 本 銀行 の 若田 部 昌 澄 副 総 裁 と 当店 の 遠藤 長官 に よる 基調 対談 (司会 : 大 阪 大 学 の 安田 
洋祐 准 教 授 ) を は じ め 、 4 つの テー マ に つい て ディ スカ ッ シ ョ ン が 行わ れ ま し た 。 

基調 対談 で は 、 金 融 経済 教育 の 意義 に つい て 、 若 田部 副 総 裁 か ら 「 金 融 経済 リテラ シー は 読み 
書き そろ ば ん 同様 、 全 て の 人 に 必要 。 (金融 リテラ シー 調査 の 結果 を 示し 、) 金融 教育 を 受け た 
人 の 方 が 金融 リテラ シー は 高い | と の お 話 が あり 、 遠 藤 長 官 か ら 「 安 定 的 な 資産 形成 の た め 、 イ 
ン ベ ス トメ ント チェ ー ン の 各 参 加 者 が 求め られ る 役割 を 発揮 する こと が 重要 。 家 計 は その 出発 点 
か つ 最 終 受 益 者 で あり 、 人 金融 経済 教育 は 基盤 と な る 施策 」 等 の 発言 が あり まし た 。 













































































続い て 、 若 田部 副 総 裁 か ら 金 融 広 報 中 央 委員 会 の 取組 み 、 海 
外 に 比べ て 日 本 の 金融 リテラ シー に 改善 の 余地 が ある 状況 に つ 
いて 紹介 が あり 、 遠 藤 長 官 は 、 金 融 庁 の 取組 み に 言及 し た うえ 、 
「 効 果 の 検証 を し な が ら 、 関 係 者 が 協力 し て 金融 リテラ シー の 
回 MeiNel 且 Es 見 

最後 に 、 両 氏 か ら 、 コ ロナ 福 で 対面 の 取組 み に 制 約 が ある 現 



















































































状 も 踏ま えつ つ 、 楽 し ん で 学ぶ た め の 工 夫 や 、 授 業 ・ 情 報 発信 AA 遼 

で の オン ライ ン 活 用 に つい て 検討 が 必要 で ある な ど 、 今 後 の 課 | 

題 が 示さ れ ま し た 。 ma 
(写真 上 ) 日 本 銀行 若田 部 副 総 裁 
(写真 下 ) 金融 吉 朋 長官 























この ほか 投資 ロロ 方 一 等 まる セッ ショ ン で は 相場 下落 
時 に お ける 長期 積立 分 散 投資 の 考え 方 等 を テー マ と し て 、 オ ン 
ライ ン 参 加 者 か ら の 質問 に も 答え る 形 で 、 そ れ ぞ れ の 経験 談 も 
地板 雪 2 人 SHUUSU2SSPSRSSSU EEE ニン ルン に か ウ ジル 22 2 
カッ ショ ン で は 、① リ テー ルビ ジネス の 未来 と 利用 者 に 求め ら 
れる 準備 、② 人 金融 経 済 教育 の 実践 と 課題 を テー マ に 、 金 融 経済 
教育 に 携わる 大 学 教授 や 有識者 に よる ディ スカ ッ シ ョ ン が 行わ 
れる な ど 、 各 セッ ショ ン に お いて 今後 の 金融 経済 教育 や 資産 形 
成 を 考え る うえ で 幅広 い 議 論 が 展開 され まし た 。 































































































金融 経済 教育 に 関す る 大 規模 な イベ ント の オン ライ ン 開 催 は 、 金 融 庁 と し て 初め て の 取組 み で し 
た が 、 和 首都 圏 以外 の 地域 の 皆様 に も ご 参加 いた だ く こ と が で きま し た 。 今回 の 結果 も 踏ま え 、 今 後 
も 金融 リテラ シー に 関す る 情報 発信 の 仕方 を 工夫 し て まい り ま す 。 な お 、 シ ン ポ ジウ ム の 模様 に つ 
いて は 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト で 後日 公開 する 予定 で す の で 、 和 是非 ご 覧 くだ さい 。 





























政策 解説 コー ナー 







































































(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 














新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 及び その まん 延 防止 の た め の 措 置 (「 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 」 と い 
う ) の 影響 に 対処 する た め の 「 金 融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 法律 の 一 部 を 改正 する 法律 」 
が 6 月 19 日 ( 金 ) に 公布 され まし た 。 














1. 経緯 


金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 法律 (| 金融 機能 強化 法 | と いう ) は 、 国 の 資本 参加 を 通 
じ て 金 融 機関 の 金融 仲介 機能 を 強化 する 枠組 み を 設け る も の で あり 、2004 年 8 月 に 施行 され まし た 。 
この 金融 機能 強化 法 に つい て 、 5 月 27 日 ( 水 ) 、 今 般 の 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 影響 に 対処 す 
る た め に 必要 な 改正 を 行う 旨 の 人 金融 担当 大 臣 談話 を 公表 し まし た 【 資 料 1】。 







































































2. 主 な 改正 点 【 資 料 2】 


(1) 申請 期限 の 延長 
従来 2022 年 3 月 まで と され て いた 国 の 資本 参加 の 申請 期限 に つい て 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 
の 影響 も 踏ま え 、 今 後 お お むね 5 年 間 の 申請 期間 を 確保 する 観点 か ら 、2026 年 3 月 まで 延長 し て いま 
す 。 






































(2) 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 に 関す る 特例 
信用 を 供与 し て いる 者 の 財務 の 状況 が 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 に より 相当 程度 悪化 し た こと そ 
の 他 の 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 影響 に より 自己 資本 の 充実 を 図る こと が 必要 と な っ た 金融 機関 
に つい て 、 国 の 資本 参加 を 受け や すく する た め の 特 例 を 以下 の 通り 設け て いま す 。 


① 経営 強化 計画 の 記載 事項 の 特例 
次 に 掲げ る 事項 に つい て は 、 経 営 強化 計画 へ の 記載 を 不要 と し て いま す 。 
収益 性 及び 業務 の 効率 の 向上 の 程度 その 他 の 経営 強化 計画 の 終期 に お いて 達成 され る べき 経営 
の 改善 の 目標 
従前 の 経営 体制 の 見 直し その 他 の 責任 ある 経営 体制 の 確立 に 関す る 事項 
また 、 今般 の 法律 改正 を 受け て 今後 行わ れる 内 閣府 令 の 改正 に お いて は 、 特 例 の 対象 と な る 金 衣 
機関 に つい て 、 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 に 関す る 数 値 目標 の 記載 を 一 律 に は 求め ず 、 一 
方 で 、 地 域 経済 の 再生 に 資す る 方 策 の 記載 を 求め る こと を 予定 し て いま す 。 


② 資本 参加 の 要件 の 特例 

資本 参加 の 要件 に つい て も 、 上 記 ① に 対応 し た も の と し まし た 。 ま た 、 今 般 の 法律 改正 を 受け て 
今後 行わ れる 政令 の 改正 に お いて は 、 特 例 の 対象 と な る 金融 機関 に 国 が 資本 参加 を する に あたり 、 
公 的 資金 の 返済 に 対応 する こと が で きる 財源 を 確保 で きる 見 込み が ある こと は 確認 する 一 方 、 返 済 
の 期限 (通常 、 お お むね 15 年 以内 と され て いま す ) を 一 律 に は 定め な いこ と を 予定 し て いま す 。 


③ 資本 参加 の 選択 肢 の 多様 化 等 

通常 、 銀 行 に 対す る 資本 参加 は 原則 優先 株 式 に よる と され て いる と ころ 、 特 例 の 対象 と な る 金 衣 
機関 に つい て は 、 優 先 株 式 に 限ら ず 、 普 通 株 式 や 劣後 債 、 劣 後 ロ ー ン な ども 選択 可能 と し て いま す 。 
加え て 、 特 例 の 対象 と な る 金融 機関 に つい て は 、 資 本 参加 に 関し て 金融 機関 が 負担 する こと と な 
る コス ト を 、 通 常 求 め ら れる 水準 より も 引き 下げ る 運用 を 行う こと を 予定 し て いま す 。 

























































































































































































































































































3. 今 f 








改正 法 は 公布 後 2 月 以内 に 施行 する こと と され て お り 、 今 後 速やか に 政令 や 内 閣府 令 の 整備 を 行っ て 
まい り ま うす 。 
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【 資 料 1 】 











金融 機能 強化 法 の 改正 に つい て 
(麻生 金融 担当 大 臣 談話 ) 


2020 年 5 月 27 日 
〇 現在 、 日 本 の 金融 シス テム は 安定 し て お り 、 そ の 健全 性 に 問題 は あり ませ ん 。 
〇 こう し た 中 、2020 年 度 第 2 次 補正 予算 に お いて は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 の 影響 を 
踏ま え 、 供 金 繰り 対策 の 積み 増し と 資本 性 資金 の 活用 等 に よる 金融 機能 強化 に つい て 、 所 要 
の 措置 が 講じ し られ て いま す 。 


〇 金融 機関 に お いて は 、 こ れ ら 予算 措置 や 政府 か ら の 要請 を 踏ま え 、 今 後 も 引き 続き 、 し っ 
か り と 中 小 企業 等 を 支え 、 経 済 の 再生 を 図っ て いく こと が 求め られ て いま す 。 


〇 金融 庁 は 、 こ うし た 「 将 来 を 見 据え て の 先手 の 対応 ] と し て 、 人 金融 機 関 に 対す る 国 の 資本 
参加 制度 で ある 金融 機能 強化 法 の 見 直し を 行う こと と し まし た 。 


具体 的 に は 、 
2020 年 度 第 2 次 補正 予算 に お いて 、 政 府 保証 枠 を 12 兆 円 か ら 15 兆 円 に 増額 する と と も に 、 
同 法 を 改正 する た め の 法 案 を 国会 に 提出 し 、 

1 . 現在 2022 年 3 月 31 日 まで と され て いる 国 の 資本 参加 の 申請 期限 を 、 4 年 間 延 長 し て 
2026 年 3 月 31 日 まで と し 、 あ わせ て 、 

2. 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 影響 を 受け た 金融 機関 が 国 の 資本 参加 を 受け よう と す 
る 場合 に 、 経 営 責 任 が 問わ れ な いこ と を 明確 化す る と と も に 、 収 益 性 や 効率 性 の 向上 に 
つい て の 具体 的 な 目標 を 求め お いな どの 特例 を 設け る 

こと を 検討 し て いま す 。 














【 資 料 2】 
金融 機能 の 強化 の た め の 特別 措置 に 関す る 法律 の 一 部 を 改正 する 法律 の 概要 

















〇 現在 日 本 の 金融 レシ ステ ム の 健全 性 に 問題 は な い が 、 予 め 、 将来 に わた っ て 金融 レス テム の 安定 に 万 全 を 期す 
こと に より 、 金融 機関 が 中 小 企業 等 を 支え 、 経 済 の 再生 を 図る こと が 重要 。 

〇 この た め 、 国 の 資本 参加 を 通じ て 金融 機関 の 金融 仲介 機能 を 強化 する 枠組 み で ある 金融 機能 強化 法 の 期限 
(現在 は 2022 年 3 月 ) を 2026 年 3 月 まで 延長 する と と も に 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 に 関す る 特例 を 設け る 。 

※ 第 2 次 補正 予算 に お いて 、 政 府 保証 枠 を 12 兆 円 か ら 15 兆 円 に 拡充 予定 。 











【① 金融 機関 が 申請 時 に 提出 する 経営 強化 計画 の 内 容 】 











































































































[通常 ] [特例 ] 
収益 性 や 効率 性 の 目標 = 求め な い 
経営 体制 の 見 直し (経営 責任 ) = 求め な い 
中 小 企業 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 等 数 値 目 標 は 求め な い が 地 域 経済 の 再生 に 

(数 値 目 標 を 含む ) 資す る 方 策 の 策定 を 求め る 【 内 閣府 令 】 

① 申 請 A 
S 国 < = ° 
次 人 調達 ( 務 金 保険 機構 < 和夫 全 融 機能 の リコー 
(政府 保証 ) 発揮 
査 
に 地域 経済 


【② 国 の 審査 基準 】 【③ 国 に よる 資本 参加 の 種類 等 】 


[通常] [特例 ] [通常 ] 原則 優先 株 (銀行 の 場合 ) 
収益 性 や 効率 性 向上 の 見 込み ララ 求め な い = [特例 ] 普通 株 や 劣後 債 も 可 


概ね 15 年 以内 【 政 令 】 の 公 的 資金 返済 = 期限 は 設け な い と し 、 配 当 率 も 通常 
適切 な 資産 査定 = 利用 可能 な 直近 の 情報 に より 引下げ 【 運 用 】 
基づく 適切 な 資産 査定 








政策 解説 コー ナー 





きこ 


















































(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 





























2020 年 6 月 26 日 、「 経 済 価値 ベー ス の ソル ベン シー・ マ ー ジ ン 規 制 等 に 関す る 有識者 会 議 」 に よる 報告 書 が 
公表 ※1 さ れ ま し た 。 本稿 で は 、 多 岐 に 渡る 本 報告 書 の 内 容 か ら 、 背 景 や 主 な ポイ ント を 概観 し ます 。 





1 . 保険 会 社 の ソル ベン シー・ マ ー ジ ン 規 制 


保険 会 社 は 、 私 た ちの 病気 、 ケ ガ 、 事 故 、 火 災 な ど 、 不 測 の 事態 が 起こ っ た 場合 の 経済 的 損失 (リス ク ) を 
引き 受け 、 そ れ に 対す る 備え を 提供 し て いま す 。 保険 会 社 は 、 例 えば 、 数 十 年 に 一 度 の 大 災害 や 大 恐慌 な ど 、 
こう し た リス ク が 通常 予測 され る 範囲 を 超え て 発現 し た 場合 に 備え 、 十 分 な 支払 能力 を 保有 する こと が 求め ら 
し 語 す 。 

ソル ベン シー・ マ ー ジ ン 規 制 は 、 保 険 会 社 の 支払 能力 を 確保 する こと を 目的 と し て お り 、1996 年 4 月 の 保険 
業法 改正 に より 導入 され て 以来 、 保 険 行政 ・ 保 険 市 場 の 中 で 重要 な 役割 を 担っ て きま し た 。 し か し 、 を その 後 の 
少子 高齢 化 の 進展 と 消費 者 ニー ズ の 変化 ・ 多 様 化 や 超 低 金 利 の 長期 化 、 内 外 経済 ・ 市 場 の 変動 性 の 拡大 、 自 然 
災害 の 激甚 化 な ど 、 保 険 会 社 を 取り 巻く リス ク が 大 きく 変化 し て いる 中 で 、 現 行 の ソル ベン シー・ マ ー ジ ン 規 
制 は 保険 会 社 の 中 長期 的 な リス ク を 十分 に 反映 で きず 、 保 険 会 社 の 主体 的 な 経営 管理 ・ リ スク 管理 の 高度 化 を 
伸 ボ も の と な っ て いな い の で は な いか と いっ た 指摘 も な され で くき まし た 。 





















































































































































2. 経済 価値 ベー ス の ソル ベン シー 評価 
こう し た 課題 に 対す る 対応 策 の 一 つと し て 、「 経 済 価 値 ベ ペース | の 資産 ・ 負 債 の 評価 に 関す る 議論 が 行わ れ 

て きま し た 。 「 経 済 価値 ベ ペー ス 」 と は 、 資 産 を すべ て 時 価 (公正 価値 ) で 評価 する ほか 、 保 険 負債 を 評価 する 

に あたっ て 、 例 えば 金利 や 事故 発生 率 等 と いっ た 計算 の 前 提 条 件 を 直近 の も の に 洗い 替え る 考え 方 で す (図表 

1 参照 ) ※2 。 よ り 実 際 の 経済 環境 を 反映 し た 形 で 保険 会 社 の 資産 ・ 負 債 を 把握 で きる メリ ッ ト が ある こと か ら 、 

我が国 の 保険 会 社 に お いて も 、 経 済 価値 ベー ス の (図表 1) 

考え 方 を 内 部 管理 や 自主 的 な 開示 に お いて 活用 す 

る 動き も 見 られ ます ※3 。 ま た 、 各 国 の 保険 監督 当 

局 か ら 構 成 され る 保険 監督 者 国際 機構 (IAIS) に 











































































































経済 価値 ベー ス の 資産 ・ 負 債 評価 (TCS に お ける 例 ) 





































































































































































































S YX = ラ 【 計算 前 提 (死亡 率 、 解約 率 、 
お いて も A 経済 価値 べ ス の 考え 方 を 取り 入れ た TT ON 
「 国 際 資 本 基準 (ICS) 」 の 開発 が 進め られ て いま 約 時 で 固定 。 等 の 現在 価値 を 推計 。 
尊 来 の 保険 金 支 cs バラ ンス 
す 払い 等 の 見 積 り シート] を 利用 し 
- に 伴う | | 神 リ スク 、 大 
次 * 災害 ! 6 同 
3. 報告 書 の 主 な ボイン ト 本 人 BR tM (We 
き 価 評 性 等 ) を 満た 慮 し て 合 ! 
保険 会 社 を 取り 巻く リス ク が 様々 に 変化 する 中 、 MOCE' 
= 支 =! ーー = さ 社債 才 
それ に 相応 し い 規制 ・ 競 争 環境 を 整備 する こと が | a 





重要 で す 。 こ うし た 観点 か ら 、 本 有識者 会 議 に お 


本 邦 の 会 計上 の バラ ンス シー ト TICS バ ラン スシ ー ト 








いて は 、 経 済 価 値 ベ ー ス の ソル ベン シー 規制 を 中 を a 
心 と し た 保険 会 社 に 対す る 健全 性 政策 の あり 方 に 資産 ・ 負 儀 を 経済 価値 ペー ス で 再 評価 
“ つ し NO て ヽ 様 々 な 角 万 か ら 議論 さ れ ま B 7 *1 Margin Over Current Estimate の 略 




















経済 価値 ベ ペース の ソル ベン シー 規制 に は 、 ① 中 
長期 的 な 視点 か ら 保 険 契約 者 の 保護 を 図り つつ 、 
② 保 険 会 社 の 主体 的 な リス ク 管 理 の 高度 化 や 、③ 外 部 関係 者 へ の 情報 開示 を 通じ た 規律 付け を 促す 、 と いっ た 
効果 が 期待 され ます 。 更 に 、 そ の 目的 を 達する た め に は 、 狭 義 の ソル ベン シー 規制 (定量 的 な 規制 ) に と ど ま 



























































※1 2020 年 6 月 26 日 公表 、 「『 経 済 価値 ベ ペース の ソル ベン シー・ マ ー ジ ン 規 制 等 に 関す る 有識者 会 議 』 報告 書 
に つい て | : https://www_fsa.go.jp/news/r1/sonota/20200626.html 
※2 いわ ゆる 「 時 価 評価 ] に 近い 考え 方 で す が 、 様 々 な 保険 契約 か ら 構 成 さ れる 保険 負債 は 市 場 で 取引 され る も 
の で は な いた め 、 こ の 会 議 で は 保険 負債 は 「 市 場 整 合 的 な 手法 」 で 評価 する こと を 前 提 に 議論 され まし た 。 他 
方 、 我 が 国 に お ける 現行 の 会 計 基 準 や ソル ベン シー・ マ ー ジ ン 規 制 に お ける 保険 負債 の 評価 は 、 前 提 条 件 を 
契約 時 点 で 固定 (ロッ ク ・ イ ン ) する 考え 方 に 基づい て いま す 。 7 
※3 「 経 済 価値 ベ ペース の ソル ベン シー 規制 等 に 関す る 有識者 会 議 」 第 1 回 事務 局 資料 p.38。 

























































































































































































ら ず 、「 保 険 会 社 の 内 部 管理 の あり 方 も 踏ま えた より 多 








て 整理 が な され まし た (区 











第 1 の 柱 は 、 い わ ゆ る 狭義 の 「 健 全 性 規制 
に 相当 する 部 分 で す 。 上 述 の ICS は 、① 保 険 会 社 
資産 ・ 負 債 を 経済 価値 ベー ス で 評価 し た 上 で 、 
i i ee 
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( 図 






























































ベー ス の 純資産 の 変動 ) と し て リス ク 量 (所 要 








































































































資本 ) 2 ③ そ れ に 
(損失 吸収 力 が 認め られ る 1 
面 す る た め の 基 準 と し て 設計 
が 国 に お ける 経済 価値 ベー ス の ソル ベン シー 規 















































対す る 適格 資本 





の 十分 性 を 評 





され て いま す 。 我 















































制 に つい て も 、ICS と 基本 的 な + 
つ 検 討 を 進め て いく こと が 考え られ ます 。 
加え て 、 第 1 の 柱 に お いて は 、 様 々 な 論点 が 














造 は 共通 化し つ 























あり ます 。 例 えば 、 各 社 の リス ク を より 適切 に 
反映 する た め 、 一 定 の 要件 の 下 で 、 (当局 指定 








の 全社 共通 の モデ ル で は な く ) 保険 会 社 の 内 部 




















モデ ル に 基づく ソル ベン シー 比率 の 計算 を 認め 


OU の 5708 di 
また 、 経 済 価 























べ て より リス ク 感 応 的 な 経済 価値 


値 ベ ー ス の ソル ベン シー 比率 の 
バナ ンス (独立 し た 検証 等 ) の あり 方 に つい て も 、 


















































后 的 な 健全 性 政策 ] を 
本 有識者 会 議 に お いて は 、 そ うし た 健全 性 政策 の 基本 的 な 要素 や 方 向 性 に 関し て 、 
表 2 参照 ) 。 

















表 2) 


O 


〇 
ら 呈 計 同 酒 


Oo 保 
な る ) 国内 枠組 み と し て 独自 に 必要 な 要素 に つい て も 議論 。 


く 主 要 な 論点 ・ 方 向 性 > 


規制 の 導入 に より 、 人 Pe 
関連 


指す こと が 重要 と 考え られ ます 。 
「3 つの 柱 」 の 考え 方 に 沿っ 





「 経 済 価値 ベース の ソル ベン シー 規制 等 に 関す る 有識者 会 議 」 報 告 書 の 概要 


< 背景 ・ 意 義 > 





険 会 社 を 取り 巻く 環境 や リス ク の 変化 に 相応 し い 規制 ・ 競 争 環境 を 整備 する た め 、 経 済 価値 ベー ス の (= 市 
整合 的 な 資産 ・ 負 債 評価 に 基づく ) ソル ベン シー 規制 を 中 心 と し た 健全 性 政策 の あり 方 に つい て 検討 。 
長期 的 な 健全 性 を フォ ワー ドル ッ キ ング に 把握 可能 に な る こと に 
え 、② リ スク ・ リ ター ン ・ 資 本 の バラ ンス を 踏ま えた 保険 会 社 の リス ク 管 理 (ERM) の 高度 化 を 促進 し 、 
情報 の 開示 を 通じ て 外部 か ら の 寿 の 規律 付け が 上 する ご こと を 期待 。 


























給 監 督 者 国際 機構 (IAIS) に お ける 国際 資本 基準 (ICS) に 関す る 議論 を 踏ま えつ つ 、 (中 小 社 等 も 対象 と 























〇 狭義 の ソル ベン シー 規制 に と ど ま ら な い 、 人 の り 方 も 踏ま えた 多面 的 な 健全 性 政策 の あり 








こつ いて 、「3 本 の 柱 」 の 考え 方 に 即 し て 


第 1 の 柱 (ソル ベン シー 規制 ) 
・ 本 に で は の 
し つつ 、 必 要 に 応じ 国内 独自 の 調整 を 加え て 開発 
・ 内 部 モデ ル に つい て は 、 自然 湊 震 リス ク 等 を 優先 し つ 
つ 、 段 階 的 に スコ ー プ を 拡大 する 方 向 で 検討 。 


第 2 の 柱 (内 部 管理 と 監督 上 の 検証 ) 
・ 経済 価値 ベー ス の モニ タリ ング デー タ を 拡充 し 、 よ り 
フォ ワー ドル ッ キ ング な 監督 を 志向 。 
・ 保険 会 社 に お ける 、 第 1 の 柱 の み に 囚 われ な い リ スク 
管理 (ERM) の 高度 化 を 促す 。 


・ 規制 上 の ESR の 数 値 の 妥当 性 ・ 信 頼 性 を 確保 する た め 、 


保険 会 社内 及び 外部 専門 家 に よる 独立 し た 検証 の あり 
方 に つい て 検討 。 

・ ESR に 基づく 監督 措置 (早期 是正 措置 ) に つい て は 、 
背後 に ある 要因 を 十分 に 踏ま えた タイ ムリ ー か つつ 和 柔軟 
な 運用 を 行う 。 


く 今後 の 検討 の 進め 方 > 


第 3 の 柱 (情報 開示 ) 
・ 実務 負荷 に も 留意 し つつ 、 財 務 ・ リ スク に 係る 情報 開 
示 の 充実 を 通じ た 規律 付け の 向上 を 図る 。 
・ 既存 の 自主 開示 や 他国 制度 も 参考 に 、 具 体 的 な 開示 項 
目 (感応 度 、 変 動 要 因 等 ) を 検討 。 


〇 新た な 制度 に つい て 、2025 年 の 導入 を 念頭 に 置い て 準備 を 進め る 。 準 備 期間 に お いて は 、2022 年 頃 に 制度 の 
いく 。 





ベー ス の ソル ベン シー 比率 の 特性 を 生か し た タタ 








(市 場 全体 を 例外 的 な ショ ッ ク 





が 襲っ た 場合 等 に お 











お いて は ) その 運用 を 柔軟 に 行 




















大 枠 を 暫定 的 に 決定 し 、2024 年 春 頃 に 最終 化 を 行う 等 、 着 実に 段階 を 踏ん で 検討 を 深め て 





計算 の 複雑 さ 等 に 鑑み る と 、 そ の 数 値 の 妥当 性 を 確保 する た め の ガ 
今後 検討 を 深 < こめ て I く 必要 が あ り ま す 。 更に 、 現行 規制 上 由 















































イム リー な 監督 措置 を 行い つつ 、 
SG も 5 お 2 ま 59m 




















第 2 の 柱 は 、 保 険 会 社 の 主体 的 な 内 部 管理 を ベー ス と し つつ 、 監 督 当局 が 保険 会 社 と 対話 を 行う な か で 、 そ の 
リス ク 管 理 の 検証 を 行う も の で す 。 第 1 の 柱 は 、 一 律 の 定量 基準 に 基づい て いる 
の で ある 一 方 、 そ れ ぞ れ の 保険 会 社 の リス ク 特 性 を 精 貫 に 捉え 、 主 体 的 な 経営 管理 ・ リ スク 管理 の 高度 化 を 促す 





扇 0 の 0 ソル と し は ョ 足 の 限界 が ある に = と も 
お いて 十分 に 
ラン ス を 踏ま えた 統合 的 リス ク 管 理 (ERM) 








足 に 留まら ず 、 第 1 の 柱 に 























金融 庁 と し て は 、 経 済 価 







































































第 3 の 柱 は 、 保 険 会 社 の 1 








正 な 規律 を 働か せる こと を 





か ら 、 人 外部 関係 者 に と っ て も 有用 な 
現在 行わ れ て いる 保険 会 社 に お 
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. 今後 の 検討 の 進め 方 に つい て 























的 と 





情報 開示 に 


肝 実 で す 。 保険 会 社 の 内 部 管理 
カバ ー さ れ て いな い リ スク を 捕捉 し つつ 、 

















態勢 を 高度 化し て いく こと が 重要 で す 。 
直 ベ ー ス の 考え 方 を 取り 入れ た フォ ワー ドル ッ キ ング な 監督 を 行い つつ 、 保 険 会 社 と 
i A 


RN SI 22 

































































と いう 点 で 、 明 確か つ 有 効 な も 





























に お いて は 、 規 制 上 の 要件 の 充 
リス ク ・ リ ター ン ・ 資 本 の バ 









































全 性 や 企業 価値 を 評価 する 観点 
































De ス の 指標 に は 、 健 
Nike く 合 ま (GU ます 
ヨ 主 開示 や 他国 制度 等 も 参考 に し つつ 、 












































新た な 訂 の F で の 人 報 開示 の 枠組 み に つ いて 

















今後 検討 が 行わ れる 必要 が あり 





a 巡 UN で 上 2025 年 ( に 新た な 制度 を 導入 する こ @ 守 紀 念頭 に 直 い て 





それ に 加え 、2022 年 頃 に 制度 の 大 枠 を 暫定 的 
ん で 検討 を 深め る べき こと が 
金融 庁 と し て は 、 本 報告 書 に 











固 言 され まし た 。 
お ける 提言 を 踏ま え 、 


に 決定 eR 2024 年 春 頃 ( 





還 


























準備 を 進め る こと | 





























に 最終 化 を 行う こと な ど 、 着 実 に 役 了 を 時 




















内 フィ ー ル ド テ スト の 実施 や 、 幅 広い 関係 者 と の 対話 等 


























を 通じ 、 検 討 の 状況 や 方 向 性 に 関し て 情報 提供 を 行い な が ら 、 新 た な 制度 が 真 に 実効 的 な も の と な る よう 検討 を 




















5. お わり に 
































規制 上 の 保険 会 社 の ソル ベン シー 評価 














着付 0⑳0G い きだ いら 考 (いま すう 
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こ 絶 対 的 に 正しい 手法 は あり ませ ん 。 保険 数 理 と 金融 工学 か ら 導 か れる 


「 理 論 上 正 し そ うな 手法 | が ある だ け で す 。 本 有識者 会 議 で は 、 保 険 会 社 の リス ク 管 理 の 高度 化 を 促す 観点 以外 























に も 、 消 費 者 へ の 商品 提供 や 、 保 険 会 社 の 経営 行動 へ の 




















影響 等 の 観点 か ら 、 ど の 





よう な 制度 設計 を 行っ て いく ベ 














きか 、 様 々 な 議論 が 行わ れ ま し た 。 金 融 庁 ウェ ブサ イト で は 、 有 識者 会 議 の 資料 や 議事 概要 も 掲載 し て お り ま す 














OO 中 非 こ らら も こ 克 (た さり 















































※4 |ICS に お いて は 、 保有 
こと と これ て いる 





期間 1 人 


E、99.5% の 信頼 水準 





(200 年 に 1 回 の 水準 ) に 基 











づい て リス ク 量 の 計測 を 行う 





政策 解説 コー ナー 





監督 証券 課 次 暫 産 運 重用 室 資産 運用 調整 官 瀧 野 恵一 
(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 


6 月 19 日 、 金 融 庁 は 、「 資 産 運 用 業 高度 化 プ ログ レス レポ ー ト 2020」 を 公表 し 、 7 月 20 日 (月 ) ま 
で 意 貞 論集 を 休 の つ に と と | ま SU / 本 相 で 8 レポ ボー ド の きま 2 ボイン トド に つい 人 し ます 




























































































レポ ー ト 公表 の 背景 


企業 ・ 経 済 の 持続 的 な 成長 と 安定 的 な 資産 形成 等 に よる 国民 の 厚生 の 増大 を 目指 し て いく た め 

イン ベス トメ ント ・ 0 NN 
計 に も た ら す と いう 資金 の 好 循 環 を 実現 する こと が 重要 で あり 、 中 で も 、 資 産 運 用 会 社 が 果たす 役割 は 
極め て 重要 で す 。 こ うし た 認識 の 下 、 金 融 庁 で は 、 海 外資 産 運 用 会 社 の ヒア リン グ を 通じ て 確認 で きた 
運用 力 の 強化 に 資す る と 考え られ る 取組 み を 踏ま えつ つ 、 日 本 の 家計 金融 資産 の 大 部 分 の 運用 を 担っ て 
きた 国内 大 手 資産 運用 会 社 や その グル ー プ 親会社 等 と の 間 で 、 顧 客 の 利益 を 最 優先 に 考え 、 資 産 運 用 業 
を 高度 化し て いく こと を 後押し する 観点 か ら 、 対 話 を 進め て きま し た 。 今回 の レポ ー ト は 、 各 社 の 具体 
的 な 取組 み が 一 層 進 むこ と を 期待 し 、 こ うし た ヒア リン グ や 対話 等 を 通じ て 判明 し た 課題 や 今後 の 対応 
に つい て 、 資 産 運 用 業 の 現状 を 踏ま えな が ら 了 取りまとめ た も の で す 。 

























































































































































































2 . 資 産 運用 業界 の 現状 


近年 、 米 国 を 中 心 に 、 低 手数 料 の パッ シブ ファ ンド 等 を 提供 する 資産 運用 会 社 の 純資産 額 が 拡大 し て 
OS 手数 料 収入 の 減少 へ の 対応 を 迫 ら れ て お 

、 規 模 を 追求 する た め の 統 合 の 動き も 相次い で いま す 。 国 際 的 な 競争 環境 が 上 厳し さ を 増す 中 で 、 日 本 
A 講和 争 に さら され つつ あり ます 。 

日 本 で は 、 ア クティ ブ 公 募 投 信 の 平均 パフ ォ ー マ ンス を 見 る と 、 信 託 報酬 等 の コス ト に 見 合う だ け の 
A RN i 
も 伸び 悩ん で いる と 考え られ ます 。 例 えば 、2019 年 末 時 点 で 、 過 去 5 年 間 の 平均 シャ ー プ レシ オ ( パ 
フォ ー マ ン ス を 示す 指標 の 1 つ ) を みる と 、 日 本 の アク ティ ブ 公 募 投 信 は 、 信 託 報酬 控除 前 か ら 総じて 
パッ シブ 公募 投信 を 下回る 傾向 に あり ます 。 ま た 、 米 国 と 比較 し て も 、 日 本 で は 運用 本 数 の 多い 大 手 1 
産 運 用 会 社 の 平均 的 な パフ ォ ー マ ンス が 低い こと が うか が われ ます (下図 A、C) 、 た だ し 、 日 本 で も 、 
運用 本 数 の 少な い 独 立 系 資産 運用 会 社 等 で 、 パ ッ シ ブ 平均 を 上 回 る 良好 な パフ ォ ー マ ンス を 上 げ て いる 
こと が 注目 され ます (下図 B) 。 

隊 2 | 



















































































































































































( 左 か ら フ ァ ン ド 数 の 多い 順 、 ア クティ ブフ ァ ン ド の み ) 


(ファ ンド 数 。) 日 本 (5 年 シャ ー プ レシ オ @) (ファ ンド 数 ) 米国 (5 年 シャ ー プ レシ オ @) 


e 
PT 


12 
3501 (B) 独立 系 資産 運用 会 社 を 中 心 に 350 - 

ミッ シ プ 平 均 と (C) 大 手 資 産 運用 会 社 で も パッ シ プ の パッ シブ on 1 
300 パッ シブ プ 平 均 を 上 回 る 先 も 見 られ る 300 を 上 回る も の が 少な く な い 国 平均 : | 























日 本 の パッ シフ 平均 : 0.40 ンー 1 ーー 
200 」 (A) 大 手 資産 運用 会 社 は アク { 。 。 | ) ao 邊 
Js。 | ティ ブ 平 均 を 下回る 先 が 多 い 基 A 0 肝 e 。 へ ーーs 
a sm で 
La 3 | 100 
す っ s+°. 0 
e 。。 
日 本 の アク ティ ブ 平 均 : 0.20 。 ] 
(順位 ) の (順位 ) 1 
ファ ンド 数 が 多い ファ ンド 数 が 少な い ファ ンド 数 が 多い ファ ンド 数 が 少な い ” 。 


資産 運用 会 社 資産 運用 会 社 資産 運用 会 社 資産 運用 会 社 





( 注 ) 日 本 は 国内 公募 投信 、 米 国 は ミュ ー チ ュ ア ルフ ァ ン ド が 対象 (日 米 と も 19 年 12 月 末 時 点 、ETF 等 を 除く ) 。 各 ファ ンド の 5 年 シャ ー プ レシ オ を 残高 加重 平均 し て 算出 。 9 
(出所 ) QUICK、Moningstar 




















平均 パフ ォ ー マ ンス が 低く な り が ちな 理由 の 一 つと し て 、 日 本 で は 、 新 規 フ ァ ン ド の 設定 本 数 が 多い 
一 方 で 、 顧 客 利益 最 優 先 の 観点 か ら 業 務 運 営 ・ フ ァ ン ド 管 理 が 徹底 され て いな いこ と か ら 、 不 採算 ファ 
ンド や 中 長期 に パフ ォ ー マ ンス が 低迷 し て いる ファ ンド の 償還 ・ 併 合 が 進ま ず 、 顧 客 利益 に 資 さ な い 少 
額 授 信 が 乱立 し て いる 可能 性 が 考え られ ます 。 ま た 、 パ フォ ー マ ン ス が 良好 で あっ て も 少額 と な っ て い 
る 一 因 と し て は 、 新 規 商品 の 組成 後 の 一 定期 間 、 販 売 を 1 社 の み に 限 る 商 慣行 (専売 ) に より 、 投 信 の 
販路 が 限定 され て お り 、 効 率 的 な 運用 に 必要 な 資金 が 十分 に 流入 し て いな いこ と が 指摘 され て いま す 。 
























































3. 主 な 課題 

こう し た 中 で 、 日 本 の 資産 運用 会 社 が 、 中 長期 的 に 良好 か つ 持 続 可能 な 運用 成果 を 上 げ 、 顧 客 の 信 
要 ・ 支 持 を 獲得 し 、 収 益 基 盤 を 確立 し て いく た め に は 、 以 下 の よ うな 課題 が 考え られ ます 。 大 手 資産 運 
用 会 社 で も 、 改 善 に 向け た 取組 み が 一 部 に 認め られ て いま す が 、 具 体 的 な 取組 み を 更に 進め て いく こと 
が 期待 され ます 。 






















































































(2 シンバ : 経営 ・ フ ァ ン ド 運 営 に 対す る 顧客 利益 の 観点 か ら の 牽制 機能 の 発揮 
運用 ビジ ネス に 対す る 親会社 ・ グ ルー プ 会 社 の 理解 ・ 協 力 
(2) 経 営 体制 : 顧客 利益 を 最 優先 し 、 長 期 運 用 の 視点 を 重視 する 経営 体制 の 整備 











(3) 目 指す 姿 ・ 強 み : 運用 会 社 と し て の 目指 す 姿 や 強み の 明確 化 と その 実現 
(4 業務 運 営 体制 : 顧客 利 益 最 優先 ・ A 
(役職 員 の 評価 ・ 報 酬 制度 、 フ ァ ン ド の 運営 管理 等 ) 
























































4 . 対 応 の 方 向 性 


国内 資産 運用 会 社 、 及 び 資 産 運 用 会 社 が グル ー プ に 属す る 場合 に は その 親会社 と も 、 各 社 が 創意 工夫 
を 図り な が ら 上 記 (1) 一 (4) の 0 経営 陣 を 含め 対話 を 継続 
的 に 行っ て いき ます 。 こ うし た 取組 み を 進め て いく こと に より 、 顧 客 利益 の 観点 か ら 、① 運 用 力 を 強化 
し 、② 商 品 組成 ・ 提 供 に あたっ て 、 商 品数 を むやみ に 増やす こと な く 、 中 長期 的 に 良好 で 持続 可能 な 運 


































































































用 成果 を 上 げ ら れる 商品 に 注力 する こと 、③ 不 採算 ファ ンド や 中 長期 に パフ ォ ー マ ンス が 悪化 し て いる 
よう な 少額 投信 に つい て 積極 的 に 償 還 ・ 併 合 を 進め る な どの ファ ンド 管理 を 徹底 する こと 、 な ど が 期待 
され ます 。 











































































































































資産 運用 ビジ ネス に PT 会 社 ・ グ ルー プ 会 社 
(2) 資産 運用 ビジ ネス に 知見 の ある 経営 陣 に 語 安 親会社 クリ NE 5 (3) 目指 す 姿 ・ 強 み の 明確 化 と 、 そ の 実現 に 
| 益 が 最 優先 され る べき 資産 運用 ビ : 目 = 
よる 顧客 利益 最 優先 ・ 長 期 視点 で の 運用 を 重 邊 に 対す る 理 能 と 運用 高度 化 に 回 けた 向け た 具体 的 な 取組 み の 推進 
視 し た 経営 を 行う た め の 経 営 体 制 協力 ・ コ ミッ トメ ント EPC 
運用 実務 や 運用 ビジ ネス 経験 の 豊富 な プ rr 念 ・ 哲 学 に 沿っ た 
経営 者 等 の 確保 資産 運用 会 社 明確 化 
指す 姿 の 実現 に 向け た グル ー プ ーー 体 で の 取 

























































長期 的 な 運用 成果 を 追求 し て いく た め の 継 
続 性 ある 経営 体制 の 確立 








の 推 信 










還 取締 役 会 (4) 役職 員 の 評価 ・ 幸 本 体系 や 商品 組成 、 フ ァ 
(① 大 客 和 益 を 最 優先 する ガバ ナン ス の 確立 ps ンド の 運営 管理 等 に 係る 業務 運営 体制 の 村 
BE 





築 ・ 改 善 




































































































運用 ビジ ネス に 対す る 親会社 ・ グ ルー プ 会 社 経営 陣 用 成果 を より 反映 し た 人 材 採 
理解 と 協力 pL ]・ i 度 の 構築 
顧客 層 を 踏ま えて 商品 組成 を 行う 













2 人 経営 陣 に 対す る 牽 
・ 監 督 機能 の 発揮 








ゲロ ダク ト ガ バナ ンス の 発揮 

















(運用 部 門 、 営 業 部 門 、 





















































= 商品 開発 部 門 等 ) こ 運 用 成果 を 最大 限 選 元 する た め の フ ァ 
フィ デュ ー シ ャ リー 運用 管理 体制 の 確立 
デュ ミュー ディ ネー 中 長期 的 に 良好 で 持続 可能 な 運用 成果 の 実現 会 ニョ ミー 





また 、 良 好 な パフ ォ ー マ ンス を 実現 し て いる 独立 系 等 の 特徴 ある 資産 運用 会 社 と の 間 で も 、 パ フォ ー 
マン ス の 要因 や 持続 可能 性 に つい て の 対話 を 進め て いき ます 。 

この ほか 、 機 関 投 資 家 向け の 私 募 投 信 や 一 任 運 用 の 状況 に つい て の 調査 ・ 分 析 ・ 公 表 や 、 公 募 投信 の 
パフ ォ ー マ ンス の 「 見 える 化 」 、 新 規 参 入 の 促進 策 等 を 推進 し て いき ます 。 
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(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 

















1. は じ め に 


金融 庁 で は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 
に つい て 、 有 価 証券 報告 書 の 財務 お よび 非 財務 情 
報 の 双方 に お いて 具体 的 か つ 充実 し た 開示 が 強く た 
期待 され る こと を 内 容 と する 要請 文 (「 新 型 コロ 
ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 関す る 企業 開示 に つい Q&A 
て 」) を 公表 する と と も に (本 年 5 月 21 日 ) 、 ee 
特に 非 財 務 情 報 (記述 情報 ) に お いて 、 投 資 家 が RO k= 
期待 する 好 開 示 の ポイ ント を まとめ た 「 新 型 コ ロ 
ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 関す る 記述 情報 の 開示 
に お ける Q&A- 投資 家 が 期待 する 好 開 示 の ポイ 
ンド COTE ISOS2I 2 人 2 0 | 。 
(本 年 5 月 29 日 ) 。 

本 Q&A は 、 プ リン シ プ ル ベー ス の ガイ ダン ス で ある 「 記 述 情報 の 開示 に 関す る 原則 」 (平成 31 年 3 
月 19 日 公表 ) に 沿っ た も の で あり 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に つい て 、 ル ー ル へ の 形式 的 な 
対応 に と ど ま ら な い 開 示 の 充実 に 向け た 企業 の 取組 み を 促す こと を 目的 と し て 作成 し て お り 、 新 た な 
開示 事項 を 加え る も の で は あり ませ ん 。 














































4 金融 庁 


2020 年 5 月 29 日 





2. 公表 に 至っ た 経緯 

新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 広がり は 、 多 く の 上 場 企業 等 の 経済 活動 に 影響 を 与え て お り 、 こ うし 
た 不 確 実 な 経営 環境 に お いて 、 経 営 者 の 視点 に よる 充実 し た 開示 を 行う こと は 、 投 資 家 の 投資 判断 に 
と っ て 重要 と 考え られ ます 。 ま た 、 こ の よう な 開示 は 、 投 資 家 と 企業 と の 建設 的 な 対話 を 通じ た 持続 
的 な 企業 価値 の 維持 ・ 向 上 に も 資す る も の と 考え られ 、 さ ら に 、 世 界 的 な 広がり を 見 せ て いる 今般 の 
感染 症 に つい て 、 こ うし た 観点 か ら 開 示 の 充実 が 図ら れる こと は 、 我 が 国 の 資本 市 場 の 信頼 性 の 向上 
に も 資す る と 考え られ ます 。 

金融 庁 で は 、 本 Q&A の 公表 に 先立ち 、「 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に 関す る 企業 開示 に つい 
て 」 を 5 月 21 日 に 公表 し て いま す が 、 そ の 後 、 今 般 の 感染 症 の 影響 に つい て 、 投 資 家 が 期待 する 開示 
の ポイ ント 等 、 企 業 に お ける 開示 の 充実 に 向け た 取組 み を サポ ー ト する 追加 的 な アナ ウン ス を 期待 す 
る と いっ た 声 を 頂い た こと か ら 、 記 述 情報 の 開示 の 好 事 例 集 ] ( 令 和 元 年 12 月 20 日 最終 更新 ) の た め 
の 勉強 会 に 参加 いた だ いて いる 投資 家 の 方 々 の 意見 を 踏ま え 、 有 価 証券 報告 書 の 記述 情報 に お ける 新 
型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に 関す る 開示 に つい て 、 投 資 家 等 が 期待 する 好 開 示 の ポイ ント を Q&A 
(0 全 02 と ESU 































































































3. 公表 の 内 容 

本 Q&A で は 、 昨 年 1 月 31 日 に 改正 ・ 施 行 さ れ た 改正 内 閣府 令 (企業 内 容 等 の 開示 に 関す る 内 閣府 令 
等 の 一 部 を 改正 する 内 閣府 令 ) に お ける 改正 項目 に 沿っ て 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に 関す 
る 好 開 示 の ポイ ント が 示さ れ て いま す 。 

[経営 方 針 、 経 営 環境 及び 対処 すべ き 課 題 等 」 で は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 が 自社 の 経営 環境 














に どの よう な 影響 を 与え て いる か に つい て 、 経 下 ' 
営 者 が 新た !【 こ 識 陽 2 自 社 の 弱 み や 課題 、 機 会 〇 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 拡大 を 踏ま え 、 今 般 、 有 価 証券 報告 書 の き CAE 時 影響 に 


Rb 関す る 開示 の 考え 方 に つい て 、 投 資 家 が 期待 する 好 開 示 の ボイン ト を 、Q&A で ま と 
や リス ク 等 も 踏ま えな が ら 、 事 業 や セグ し ント 〇 O 本 Q&A は 、 「 記 丸 情 報 の 開示 に 関す る 原則 」 (2019 年 3 月 19 日 公表 ) に 沿い な が ら 、 ル ー ル へ の 形式 的 


2G6 新た な 開示 


ご と に 具体 的 に 記載 する こと や 、 現 状 の 経営 環 ee 
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「 事 業 等 の リス ク 」 で は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 は 、 従 業 員 の 働き 方 や サプライ チェ ー 
ン へ の 影響 な ど 事 業 活動 に 与え た 影響 も 含め 、 将 来 の 経営 成績 等 に 大 き な 影響 を 与え る 可能 性 等 に つ 
いて 、 経 営 者 の 視点 で の 状況 の 認識 、 こ れ に 対す る 対応 等 を 可能 な 限り 定量 的 な 情報 も 含め て 具体 的 
に 記載 する こと が 重要 で ある こと が 示さ れ て いま す 。 
また 、 定 量 的 な 情報 に つい て は 、 概 算 値 と し て 記載 する 方 法 や 影響 額 の 範囲 を 記載 する 方 法 や 、 影 
響 額 を 算出 する 際 の 前 所 と な る 仮定 や シナ リオ を 記載 する こと も 重要 と 考え られ る こと が 示さ れ て お 
り 、 提 出 日 時 点 に お いて 、 影 響 額 を 合理 的 に 見 積 る こと が で き な い 場合 に は 、 そ の 旨 を 記載 し た うえ 
で 、 そ の 後 、 影 響 額 を 合理 的 に 見 積 る こと が で きる よう に な っ た 時 点 に お いて 、 そ の 内 容 を 四半 期 報 
告 書 や 臨時 報告 書 、 適 時 開示 等 に お いて 情報 提供 する こと が 重要 で る こと も 示さ れ て いま す 。 
[経営 者 に よる 財政 状態 、 経 営 成績 及び キャ ッシュ ・ フ ロー の 状況 の 分 析 (以下 、MD &A) 」 で は 
[経営 成績 等 の 分 析 」 、 1 ツ シ ツ ュ フロー の 分 析 」 、 | 会 計上 の 見 積 り 」 に 分 ) 類 し 、 そ れ ぞ れ の ・ 
開示 に お ける ポイ ント が 示さ れ て いま す 。 
「 経 営 成績 等 の 分 析 」 で は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 が 具体 的 に どこ で (事業 セグ メン ト 
や 地域 セグ メン ト 、 サ プラ イチ ェ ー ン の 各 段 階 (原材料 ・ 部 品 の 調達 、 生 産 、 物 流 、 販 売 な ど ) 等 ) 、 
の KK つ に 生じ し CU いる の i SD 
長期 に わた り 影 響 を 与え る 可能 性 が ある と 考え て いる の か 等 。 「 キ ャ ッシュ ・ 記 の 相 証 @IN 還 事 
業 を 安定 的 に 継続 する に あたり 必要 と な る 資金 の 確保 に つい て 、 経 営 者 が NN 隔 職 甘 砲 し て で いる 
事項 を 具体 的 に 記載 する こと や 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 を 踏ま えた 成長 投資 、 手 許 資金 、 株 
主 選 元 等 へ の 資金 の 配分 の あり 方 に つい て の 経営 者 の 見 解 を 記載 する こと が 重要 で ある こと が 示さ れ 
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て いま す 。 | 会 計上 の 見 積 り | で は 、 企 業 会 計 基 準 委員 会 か ら 議 事 概要 と し て 公表 され た 「 会 計上 の 
OO 染 症 の 影響 の 考え 方 」 (本 年 4 月 10 日 公表 、 5 月 11 日 追 
補 ) と MD&A に お 会 計上 の 見 積 り の 開示 に つい て の 考え 坊 が 示さ れ て いま す 。 























る の | 詳 Ng 「 役 員 報 酬 | や 「 政 策 保有 株 式 」 に つい て も 、 新 型 コ ロナ ウイ 
ルス 感染 症 の 影響 に 関す る 好 開 示 の ポイ ント が 示さ れ て いま す 。 


























4. お わり に 


新型 コロ ナウ イル ス 成 染 症 の 影響 に つい て 、 開 示 の 充実 が 図ら れる こと は 、 投 資 家 の 適切 な 投資 判 
断 を 可能 と し 、 投 資 家 と 企業 と の 建設 的 な 対話 を 通じ た 持続 的 な 企業 価値 の 維持 ・ 向 上 に 資す る と と 
も に 、 我 が 国 の 資本 市 場 の 信頼 性 の 向上 に も 資す る も の と 考え られ ます 。 

金融 庁 と し て は 、 本 Q&A 等 を 参考 に 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に つい て 充実 し た 開示 が 行 
われ る こと を 強く 期待 し て いま す 。 
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東北 財務 局 と 「 副 業 ・ 雪 業 人 材 活用 セミ ナー」 等 を 
オン ライ ン で 開催 ! 









































































































































金融 庁 と 東北 財務 局 は 、 福 島 県 内 の 金融 機関 を 対 「 < 開 催 概要 > 

象 と し た 「 一 業 ・ 兼 業 人 材 活 用 セミ ナー」 を オン ラ  」 生日 時 : 6 月 18 日 ( 木 ) 

イン で 開催 し まし た 。 | 中世 人 a 

日 = ヽ EE | 画 ナミ ・ 但 屋上 昧 、 但馬 味 ョ E グラ ク 呈 | 

A 5 大 | ル 人 材 戦略 拠点 、 ち いき ん 会 
ジン よ 上 / ロ 英 I 会 = 自 = 

の 有志 が 肩書 き を 外し て 、 地 域 課題 に 解決 に 向け て 」 重 参 加 : 福 島 県 内 の 融 機関 

対語 する 「 福 島 ダイ アロ グ 」 を 定期 に 開催 し て き a 

まし た 。 そ の 課題 の 1 つが 地域 の 「 人 材 不足 」 で す 。 ! A 

福島 県 で は 、 本 年 5 月 より 関係 人 口 創 出 の 観点 か ヽ ; 

ら 、 首 都 圏 の 副業 ・ 兼 業 人 材 の 活用 を 支援 する 「 パ 

ラ レ ル キャ リア 人 材 共 創 促進 事業 (※) 」 を 開始 し 

まし た が 、 新 型 コ ロナ ウィ ルス 感染 症 の 影響 か ら 、 

受入 企業 の 開拓 が 思う よう に 進ま な いと いう 課題 が 

[福島 ダイ アロ グ 」 に 持ち 込ま れ た こと か ら 、 企 業 


と の ネッ トワ ー ク を 持つ 金 
が ある の で は な いか と 県 に 
画 貞 表示 US 











(※) 事業 者 の 人 材 マ ッ チ ング サイ ト 掲 





















































* 醒 機関 が 協 働 で きる 余地 
民 案 し 、 本 セミ ナー を 企 











載 料 を 県 
































雇用 まで 人 





E 走 支援 する 事 立 











ラビ o 








NE CO の 持 逢 の 0 昌 5 00 の 











が 補助 し 、 





材 の マッ チン グ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 運営 会 社 、 お よ 
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EN は 、 
融 機関 が これ に 取り 組む に 
東北 財務 局 の 北川 理財 部 
手数 料 補助 や 伴走 支援 が あ 





長 か ら 
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は 、 




















[福島 県 に 
り 、 副 業 人 材 活用 に 向け た 環境 整備 


お いて は 、 





























| オン ライ ン で の 開催 


の 0 作 IGN の 5 














ア 人 材 共 

















ーー ドーン 





lO の 株] 


ら 副 業 人 材 と し て 地域 で 活躍 し て いる 生命 保険 職員 か ら 、 副 業 ・ 兼 業 人 材 の 市 場 動向 や 活用 事例 、 副 
業 ・ 兼 業 人 材 の モチ ベー ショ ン 等 に つい て 説明 が あ 
「 取 引 先 の 経営 課題 解決 に 対し て 、 副 業 ・ 兼 業 人 材 の 活用 が 有効 だ と 感じ た 」 「 金 

は 、 経 験 や 知見 の 共有 が 必要 ] と いっ た 声 が あり ま し た 。 


パラ レル キャ リフ に よる 仲介 





人 





副業 人 材 を 活用 


する 意義 等 理解 を 深め 、 事 業者 の 課題 解決 に 向け て 取り 組ん で いた だ きた い 。 | と の 挨拶 の 言葉 が あ 2 


Te 
SI コ 0 0) 月 
が 残っ て 、 更 











* の 対話 か ら 開 催 に 至っ た 流れ を 受 !【 
に 理解 を 深め る 意見 交換 を 行い まし た 。 

















今後 も 「 福 島 ダイ アロ グ ] で は 、 オ ン ラ イン も 活用 し な が ら 、 更 





て 金融 機関 が 担う 役割 等 




















に つい て 議論 を 深め て いく 予定 で す 。 


け ナ て 、 セ ミナ ー 後 も 延 





長 戦 と し て 、 参 加 者 の 7 割 


具体 的 に 副業 ・ 兼 業 人 材 の 活用 に 向け 





























画 ち いき ん 会 2.0 副 人 材 活用 オン ライ ン 勉 強 会 の 開 
地域 課題 解決 支援 室 に は 、 目 治 体 や 金融 機関 より 、 人 材 の 中 で 
も 特に 副業 人 材 セ ミナ ー に 関す る 相談 が 多数 寄せ られ て いま す 。 























0 こら け て 、 副 業 ・ 兼 業 人 材 の 基礎 知識 や それ ぞ れ の 立場 か 
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人 人 AM の め 当 三品 三 デ ィ 
川 人 計る の の 202NS 目 1 
副業 ・ 兼 業 人 材 を 活用 する 金 
第 2 回 、 第 3 還 
































を 開催 し て お り ま す 。 第 1 后 
dR 馬 | 業 人 材 活用 を テー (に 、 
ム を 500 名 規模 で 開催 し た 九州 財務 局 の 大 津 局長 と 、 
2 成す る 一 般 社 
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( 6 月 














くま も と 活性 化 フ ォ ー 


地域 で 副 


法人 Work Design ee 





ク 2 回 IN ヨク を 閑 介 し まし ラム 
融 機関 や 自治 体 等 の 実務 者 を 迎え 、 


























Is ん る 開 人 人 NEO の 








| 写真: 大津 俊哉 九州 財務 





6 月 28 日 (日 ) 、「 ち いき ん 会 2.0」 を オン ライ ン で 開催 ! 
全国 か ら 300 名 の 有志 が 参加 ! 

















「 ち いき ん 会 」 は 、 初 の 地方 開催 と な っ た 昨年 11 月 の 福島 で 2020 
の 開催 以降 、 群 馬 、 東 京 、 京 都 、 小 豆 島 で 開催 し た いと の 声 を 医 ヨ 0 た 6.28 丁 
受け 、 地 元 有 志 と と も に 開催 の 準備 を 進め て まい り ま し た が 、 OO oo 向谷 
新型 コロ ナウ イル ス の 感染 拡大 に よる 影響 か ら や む を 得 ず 延期 

1 クロ スト ー ク 
と いた し まし た 。 一 方 で 、4 月 以降 、 支 援 チ ー ム に は 地域 か ら 。 寺 旋 将 包 や 


の 相談 が 増加 し 、 特 に 、 中 央 省庁 や 同じ 悩み を 抱え る 自治 体 の 


商工 担当 の 紹介 等 、「 人 」 に 関す る 相談 が 多く 、「 ち いき ん < (9 る 
会 」 メン バー 同士 や 開催 準備 事務 局 間 等 の ネッ トワ ー ク を 活用 < あみ 4 



































































































































語 NR A = = まこ 金融 長官 共同 幸信 社 編集 委員 。 = GCC スト ー リ ー 党 務 取 役 pg 

す る 動 き カ 活発 と な り 事 し 7 に ー の 宏 め 、 に ーー の 不 4 ト 4 ク を 遠藤 俊英 橋本 卓 典 萩原 典子 日 下 智晴 
ご 時 "=> a シー の と ェ 昔 

更に 活用 し て 頂く た め 、 オ ン ラ T ン 開 催 を し 、 従 来 の 規模 組織 外 、 地 域内 外 の 人 と つなが る っ て どん な 意味 が ある の が か? 

と 同 程 度 と な る 約 300 名 の 方 に ご 参加 いた だ きま し た 。 ik は 、 ま ず ど うす ずる? どう 人 を 見 つけ る の 7 と モヤ モヤ L て い 














今 こ そ 行動 ! 共感 に 集う 有志 ネッ トワ ー ク と と も に | を 
テー マ と し て 、 金 融 庁 地域 課題 解決 支援 室 日 下 室長 が モデ レー 
タ を 務め 、 金 融 庁 遠藤 長官 、 共 同 通信 社 橋本 編集 員 、GC ス 
トー リー 萩原 常務 取締 役 と の クロ スト ー ク が 行わ れ ま し た 。 金 
融 席 の 政 革 、 広 が る ネッ トワ ー ク と 広がら な い ネ ットワーク の 
決め 手 は 何 か の ほか 、 金 融 機関 職員 や 公務 員 が 所 属 組織 の 枠 を 
飛び 出し て 、 部 活動 の よう に 、 異 業種 の 有志 と 肩書 き を 外し て 
地域 活性 化 の た め に 議論 する 個人 活動 の 奨励 等 に つい て 、 意 見 
2S808 さま し た 


また 、 地 域 で ネッ トワ ー ク を 広げ た い ! ちい きん 会 を 開催 
し た い !| と いう 「 ち いき ん 会 ヨー ディ ネー ター」 10 名 (財務 局 
職員 6 名 、 金 融 機関 等 4 名) を 参加 者 に 紹介 し 、 そ の 意気 
込み を 表明 し て いた だ きま し た 。 続い て 、 有 志 と し て 参加 し た 財務 省 の 岡本 事務 次 官 か ら 参 加 者 に 向 
けた 熱い エー ル を 頂き まし た 。 そ の 後 、 官 民 金 連 携 の 7 つの 取組 み を 紹介 し まし た 。 参加 者 は 、 希 望 
る 取 細 の の 0 アレ セン タ 2 二 に と (0 全 の 0 ノル ョ ッッ ク ン ョ レレ 計る 浅め まり 
今後 も 、 各 地 の コ ー デ ィ ネ ー タ ー と 連携 し 、 そ の 地域 の 意 
思 を 尊重 し て 「 ち いき ん 会 | を 開催 し て いく ほか 、 各 地 で の 
ダイ アロ グ 活 動 の 発足 を 支援 し て いく 予定 で す 。 
興味 の ある 方 は 、 ち いき ん 会 フェ イス ブッ ク ま で ! 







































































































































































































































































金融 庁 職 員 も 現場 で 一 緒 に 考え ます | 地域 課題 解決 支援 チー ム 」 


金融 庁 の オー プン 政策 ラボ ・ 地 域 課 題 解決 支援 チー ム は 、 そ の 地域 課題 の 解決 に 向け た 仕 
人 旧 み づく りや 、 金 融 機関 や 地方 自治 体 、 民 間 事 業者 と の 連携 事業 を 共同 企画 ・ 実 施し て きま 
し た 。 こ の よう な 企画 は 、 志 の ある 公務 員 と 金融 機関 と の ネッ トワ ー ク を 活用 し 、 肩 書 を 外 





















































し て 、 心 理 的 安全 性 を 確保 し た 中 で の 創発 的 な 議論 (ダイ アロ グ ) か ら 生 まれ て きま し た 。 
現在 、 ダ イア ログ は 、 北 海道 か ら 熊本 まで 15 地 域 で 開催 し て いま す 。 課題 解決 に 一 緒 に 取り 
組ん で いき まし ょ う ! 当 チ ー ム の これ まで の 活動 に つい て は 以下 を ご 覧 くだ さい 。 

URL : https://www_fsa.go.jp/policy/chiikikadaikaiketsushien-team/chiiki-kadai-top.html 




















先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 
(2020 年 6 月 1 日 一 6 月 30 日 ) 











と 日 銀 レ ビュ ー | 本 邦 金融 機関 の 海外 クレ ジッ ト 投 融 OO 


ヶ 6 月 20 日 、 オ ン ラ イン シン ポジ ウム | 金融 経済 教育 と 資産 形成 の 未来 一 新型 コロ ナウ イル ス の 影 
響 を 踏ま えて 一 ] を 開催 (6 月 5 日 ) 


ヶ 第 201 回 国会 に | 金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 法律 の 一 部 を 改正 する 法律 金融 庁 関連 
法律 案 ] を 提出 (6 月 8 日 ) 

ヶ 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 拡大 ・ 長 期 化 を 踏ま えた 事業 者 の 資金 繰り 支援 に つい て 金融 機 
関 に 要請 (6 月 10 日 ) 

「 キ ャ ッシュ カー ド 容 取 に よる 預金 の 不 











































































































































































































G2C、FIN/SUM BB 開催 日 
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-。 本 










































































直 ベ ー ス の ソル ベン シー 規制 等 に 
I GE 
| 金融 機能 強化 法 の 一 部 を 改正 する 法律 の 施行 に 伴う 政令 や 内 閣府 


[中 小 ・ 地 域 金 融 機関 向け の 総合 的 な 監督 指針 ] 、「 糸 統 金融 機関 向け の 総合 的 な 監 
び 「 漁 協 系 統 信用 事業 に お ける 総合 的 な 監督 指針 ] の 一 部 改正 ( 案 ) (6 月 29 日 ) 


> 金融 審議 会 「 市 場 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ | (第 29 回 ) を 開催 (6 月 29 日 ) 
> | 基幹 系 シス テム ・ フ ロン トラ ン ナ ー・ サ ポー ト ハ ブ |」 支援 決定 案件 (6 月 30 日 ) 
>IT・ サ イ バ ー セ キュ リティ の 取組 み に 関 する レポ ー ト (6 月 30 日 ) 



















































































































































・ Twitter 金融 庁 公式 アカ ウン ト 
https://twitter.com/fsa JAPAN 


・ LINE 公 式 ア カウ ント  「 金 融 庁 コロ ナ サポ ー ト ! 」 
https://www.fsa.qo.1D/copyright/20200526.html 回避 絡 回 


LINEID : @accessfsa2020 a 
URL : https://lin.ee/WPfVjAyU 








twitter 情 報 発 信 
強化 中 ! 



























編集 後記 


アク セス FSA 7 月 号 を ご 覧 いた だ き あ り が と う ご ざ いま す 。 

既に 多く の 方 が 実感 され て いる と 思い ます が 、 コ ロナ ウイ ルス の 影響 で 、 情 報 発信 ・ 広 報 の あり 方 も 大 きく 変 
わっ て き て いま す 。 

「Re:ing Sum」 や 「 人 資産 形成 の 未来 」 な ど 、 本 誌 で も 取り 上 げた 幹部 の 講演 は すべ て オン ライ ン で す 。 対 面 


で の 上 臨場 感 は 欠き ます が 、 首 都 圏 だ け で な い 全 国 の 方 が 参加 し や すく な る と いう 利点 が あり ます 。 そ うし た 利点 
を 生か し 、 新 た な 情報 発信 の 形 を 追求 し て いけ た ら と 思い ます 。 

政策 解説 も 、 機能 強化 法 、 保 険 健全 性 規制 、 資 産 運用 業 、 開 示 と 盛り た だ くさ ん で す 。 

是非 、 ご 堪能 いた だ けれ ば と 思い ます 。 金融 庁 広 報 室長 和田 良隆 


編集 ・ 発 行 : 金融 庁 広報 室 





